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Abstract

Open Data is defined as public data, from government of other sources, 

that’s available for anyone to access for personal or business use （Gurin, 

2014. p.2）． It is shown in many quantitative studies that the utilization 

of Open Data has great economic effect, but how this economic effect 

reflects in the business still requires case-by-case analysis. This study 

summarize the business archetypes by using Open Data, aimed to classify 

Open Data business archetypes based on the process of using Open Data, 

and try to discuss the business possibilities of each business archetype.
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はじめに

　オープンデータとは、イギリスの Open Knowledge Foundation の定義に

よると、自由に使え再利用もでき、かつ誰でも再配布できるようなデータのこ

とである（VLED, 2016a）。Gurin（2014）はオープンデータを政府あるいは

ほかのソースから、誰でも個人あるいはビジネス使用のためにアクセスできる

公開データと定義する。庄司（2015）において、オープンデータとは、誰もが、

いかなる目的においても、自由に使用・編集し、共有することができるデータ

のことで、これは行政、民間企業などのデータを含めた、オープンなライセン

ス、オープンなアクセス、オープンな形式に則ったデータを指すとしている。

　本稿では Gurin（2014）の定義に従い、政府、企業、組織、および個人からのオー

プンアクセスできる公開データをオープンデータとして、ケーススタディによ

るオープンデータのビジネスアーキタイプを分類し、各ビジネスアーキタイプ 1 

のビジネス可能性について分析することを目的とする。

１　先行研究

1.1　オープンデータの経済効果研究

　オープンデータの利活用により大きな経済効果があることは多くの計量的な

研究で示されている。例えば、欧州委員会（2011）はオープンデータの経済

効果が EU27 カ国で年間約2,000億ユーロ、または GDP の 1.7％と推定してい

る（Vickery, 2011）。Omidyar Network（2014）はオープンデータが G20 の経

済成長を強力に後押しすると発表され、G20 が掲げる GDP の 2%成長という目

標を達成するために、オープンデータの貢献度は 55% にも上ると結論付けた。

　日本では、東（2013）がオープンデータが日本で 1.0 ～ 1.2兆円の市場規模（新

1 Ritter and Lettl（2017）の定義による企業がビジネスを行う一般的なロジックを記述
すること。
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サービス市場、アプリ構築市場）を作り上げることができ、また 1.5兆円の直

接的経済効果と 5.4兆円の経済波及効果があることを推測した。田中・高木

（2015）は政府・自治体保有データのオープン化が日本経済に及ぼす影響を研

究し、データベース資産の推計値は民間部門で約2兆7千億円、国と地方自治

体の公共部門で約3兆7千億円とする。また、1,586億円から 7,010億円まで

GDP 押し上げ効果があるとしている。Noda et al.（2016）は図1 に示すよう

に、オープンデータの経済的プロセスと影響を分析している。その後、Noda 

et al.（2017）は公共部門におけるオープンデータの利用による経済効果を探

るため、日本の地方自治体の調査を行い、この研究成果は図1 の左側に含まれ

ている。調査結果によると、オープンデータを作業する地方自治体の職員の作

業コストはオープンデータの利用による節約した作業コストの3倍以上であるが、

経済効果の拡大によって、そのコストは3年以上で均衡できることを示している。

図1　オープンデータ利用による経済効果

出典：Noda et al. （2016）
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1.2　オープンデータのビジネスアーキタイプ研究

　質的な研究では、ケーススタディによってビジネスモデル研究とビジネス

アーキタイプを解明する研究が多い。ビジネスアーキタイプは Ritter and 

Lettl（2017）よってビジネスモデル研究2 の一つとして定義された視点であ

る。彼らはかみそりの刃モデル（razor and blade）と両面プラットフォーム 

（two-sided-platform）を挙げて、ビジネスアーキタイプを説明した。かみそ

りの刃（razor and blade）アーキタイプとはかみそり本体を低価格に設定して、

その後必要となる替え刃を高値に設定して利益を挙げるというビジネスロジッ

クである。また、両面プラットフォーム（two-sided-platform）アーキタイプ

とは 2 つのグループのユーザーを集約することによって収益を上げることであ

る。2 つのグループは通常、ニーズを持つグループと可能なソリューションを

持つグループである 3。

　米国でGovLab4が行ったOpen Data 500という調査プロジェクトによれば、

すでに 500 を超える企業がオープンデータを活用したビジネスを行っている。

英国でも Open Data Institute の調査によれば、400 を超える企業がオープン

データを活用した新サービスの提供を始めている。（VLED，2016b）

　これらの調査を元に、Gurin（2014）では５つのビジネスアーキタイプが紹

介されている。それは⑴サプライヤー：データを簡単に使用できるオープンデー

タとして公開する。データはオープンデータとして無料で使える。顧客のロイ

ヤルティを高め、評判を向上させることを目的とする。⑵アグリゲータ：オー

プンデータを収集し、分析する。その洞察や知見、またはほかの方法で収益を

得る。⑶開発者：Open Data を無料のリソースとして使用し、ウェブベース、

2 ビジネスモデルは、企業がどのようにビジネスを行うことを理解するための概念的ツー
ルである。ビジネスモデルは企業のビジネスを分析、管理、業績評価、比較研究、コミュ
ニケーション研究およびイノベーション研究を行う時に利用できる（Osterwalder et 
al., 2005）。

3 Ritter and Lettl，（2017）参照。
4 GovLab は、米国のニューヨーク大学とマサチューセッツ工科大学のメディアラボに基

づいて設置されたアクション研究センターである。http://www.thegovlab.org/about.
html，（参照2017-12-10）．
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タブレット、またはスマートフォンのアプリケーションを設計、構築、販売し

ている。⑷エンリッチャ：一般にオープンデータを利用して既存の製品やサー

ビスを強化するための大企業である。例えば、人口統計データを利用して、顧

客をよりよく理解するなどがある。⑸イネーブラー：オープンデータをより使

いやすくするように利益を得る。以上である。

　日本では、一般社団法人VLED オープン＆ビッグデータ活用・地方創生推

進機構（2016b）がオープンデータを表で示したように3つのタイプに分類した。

それは、⑴付加価値型：既存のビジネスですでに強みを持っている企業が、さ

らに価値を高めるためにオープンデータを活用するタイプである。⑵新価値創

造型：複数のデータをかけあわせるなど高度な分析を行うことによって、未来

の予測という全く新しい価値に変換するタイプである。⑶プラットフォーム型：

ニッチな領域のデータを広範囲にデータ保有者から集めてプラットフォーム化

することを特徴としている。以上である。

表1　オープンデータビジネスの ３タイプ

タイプ 特徴 主な企業

付加価値型

●既存ビジネスの価値を高めるためにオープンデータを利用する
●データの加工は可視化などが主であり複雑な処理はしない
●競合相手もオープンデータを自由に利用できるため、既存ビジネ

スの優劣を極端に変えることはない

市場のリーダー

新価値創造型

●オープンデータを含む多様なデータをかけ合わせ、高度な分析に
よって未来を予測する

●価値を生み出す源泉は新しく開発したアルゴリズムや分析モデル
●オープンデータはアルゴリズムや分析モデルを開発する際にも利

用される

スタートアップ

プラットフォーム型

●特定の領域のデータを大量に集め、プラットフォーム化する
●集めたデータを利用しやすく提供することで最初の価値を生み出

す
●データの利用状況や利用者の状況を分析することで、さらに新し

い価値を生み出していく

スタートアップ

出典：一般社団法人オープン＆ビッグデータ活用・地方創生推進機構，2016，表1

　東（2014）は、図2 に示したようにオープンデータビジネスの全体像を示し

て、オープンデータの利活用の方法でオープンデータビジネスを 5 つに分類し

た。それは⑴公的データ整形・洗浄などのオープン化支援、⑵データポータル
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の構築、ホスティング、技術支援、⑶データのマップ化などのビジュアライゼー

ション、⑷オープンデータを活用した新サービス、⑸データセットにアクセス

するための API開発である。

図2　オープンデータビジネスの全体像

出典：東（2014, p. 29）

２　研究目的

　先行研究では、オープンデータの利活用により大きな経済効果があることが

認められている。一方、公共データをオープンすることを通じて、ビジネスを

作り上げ、経済効果を拡大させることが期待されている。

　ビジネスモデルあるいはビジネスアーキタイプの研究では、オープンデータ

の扱い方にしたがって、オープンデータ利活用者を分類する研究が多い。しか

し、産業チェーンの視点から、オープンデータ利活用者をオープンデータの利

活用のプロセスにおいて分析する研究は少ないと考えられる。

　本研究はオープンデータの利活用のプロセスにしたがって、オープンデータ
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利活用者の役割分担に基づいて、オープンデータのビジネスアーキタイプを分

類することを目的とする。

３　本研究の仮説

　オープンデータの利活用のプロセスについて、図3 に示したように、4 つの

ステップに分類することができる。

　まず、公共部門が持っている生データを標準化し、機械で読み取れる形に変

換し、整理して、データセットに編成して、ウェブで公開することは必要であ

る。このプロセスにおいて、オープニング・サポート・ビジネスとオープンデー

タのカタログ・ビジネスがある。

　次に、データセットはオーディエンスに理解しにくいものであるため、デー

タセットをユーザーに理解しやすいもの、すなわち情報を伝えられるものに変

換する必要がある。このプロセスでは、視覚化ビジネスがある。

　第三に、単なる情報を提供することより、オープンデータ利活用者はユーザー

のニーズに応じて、さまざまなシーズを提供する必要がある。このプロセスで

は、オープンデータ利活用者がデータをマイニングし、管理ビジネス、分析ビ

ジネスと予測ビジネスを作り上げる。

　最後には、オープンデータに基づいたサービスは拡大して、データ以外の市

場を開拓するビジネスがある。それはマーケティング・ビジネスと呼ぶ。

　オープンデータの利活用のプロセスの 4 つのステップにしたがって、オープ

ンデータのビジネスアーキタイプを 7 つに分類できる。

⑴　オープニング・サポート・ビジネス：政府機関やほかの組織が保有したデー

タはオープンデータとして公開するための支援サービスを提供するビジネ

スである。

⑵　カタログ・ビジネス：大量のオープンデータを収集し分類することにより、

オープンデータのカタログを構築するビジネスである。

⑶　視覚化ビジネス：オープンデータをより理解しやすいフォーマット（例え
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ば、図や表など）に変換するビジネスである。

⑷　管理ビジネス：個人あるいは組織からのオープンデータを管理し、保存す

るサービスを提供するビジネスである。

⑸　分析ビジネス：オープンデータを分析し、洞察力を提供することにより、

付加価値があるサービスを開発するビジネスである。

⑹　予測ビジネス：オープンデータを利用し、ユーザーに価格、気象、農業災

害などの予測サービスを提供するビジネスである。

⑺　マーケティング・ビジネス：オープンデータを中心としたサービスの開発

によりノウハウを獲得し、その知識（ビジネス手法）を他の市場に適用し、

または新しい市場を開拓するビジネスである。

図3　7 つのビジネスアーキタイプ

出典：筆者作成

４　オープンデータビジネスアーキタイプの分類

4.1　オープンデータのオープニング・サポート・ビジネス

　Socrata はクラウドベースのソリューションを提供することで政府機関の

データをオンライン化させ、データに基づく意思決定、効率的に作業、市民と

の洞察を共有することを支援する企業である。彼らは 4種類のソリューション

と 7種類の商品を提供する。
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　4 つのソリューションとは⑴財務の透明性を強化するための金融ソリュー

ション、⑵政府のプログラムが市民、企業、研究者、アナリストの参加を促す

というオープンデータ＆シチズンエンゲージメントソリューション、⑶政府が

プログラムの進捗状況を監視し、活動を調整し、プログラムの有効性を評価し、

内部データ・メトリクスに基づいて意思決定を行うようにするソリューション、

⑷API ベースのデータプラットフォーム、インタラクティブなダッシュボー

ド、視覚化のツール、オープンデータネットワークが含まれている。

　7 つの商品は 4 つのソリューションと重ねて、例えば、Open Performance

は政府が実際のデータに基づいて測定可能な目標を特定することを支援するた

めのサービスである。Open Finance は市民が政府の収入および支出収入を理

解できるようにするアプリケーションである。Citizen Connect は公共サービ

スとコミュニティ施設、アラート、コミュニティレベルの事件分析に関する重

要な情報を提供するサービスである。Capital Projects Explorer は政府機関

の支出のダッシュボードである。Publicaはデータを理解可能な画像に変換し、

ウェブで公開するツールである 5。

　OpenDataStack は、株式会社スタイルズにより提供された自治体のデータ・

オープニングの推進支援サービスである。彼らは⑴各部門の保有・公開済みデー

タの棚卸を行い、また住民や自治体の要望を整理し、自治体のオープンデータ

への取り組みを計画化すること、⑵既存・新規に作成するデータに対して、デー

タフォーマット変換やデータ整形を支援し、またデータカタログへのデータへ

の登録・更新等を代行すること、⑶公開したデータをより良く活用してもらう

ための支援を行い、データの可視化やオープンデータを利用したイベント、ソー

シャルコミニティーの運営支援をすること、というように大きく 3 つのステッ

プに分けて、4 つのサービスを提供し、公共機関がデータを公開する際の計画

策定から運用までを全面的に支援している 6。

5 https://socrata.com/, （参照2017-10-04）．
6 https://opendatastack.jp/,（参照2017-12-08）．
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　4 つのサービスとは⑴オープンデータの推進支援：地方自治体の公開データ

を CSV、XML、Json など機械読み取り可能なデータフォーマットに変換する。

⑵オープンデータの自動生成支援：政府の公式ウェブサイトをアップグレード

するためのツールを提供する。⑶データカタログの構築及び運用：政府の公式

ウェブサイト以外、CKAN7 を使用するデータカタログサイトを導入し、地方

自治体の要求に応じてデータオープンを推進する。⑷オープンデータの活用支

援：アプリコンテストの開催（運用および告知活動支援）や Facebook等での

ソーシャルコミュニティの管理など、さまざまな活用支援を提供する 8。

4.2　オープンデータのカタログ・ビジネス

　Opencorporates はオープンデータベースライセンスに基づいて、企業の

データをオープンデータとして共有するウェブサイトである。彼らは有料で構

造化データにアクセスできる 3 つの方法を提供する。ただ、ジャーナリスト、

NGO、学者には無料で提供する。

　3つの方法とは⑴APIでJSONやXMLなどのクエリと結果を提供すること、

⑵中核的な企業のデータは CSV などの利用可能なフォーマットを提供するこ

と、⑶専門化のデータセット（例えば、ライセンスデータ、調達データなど）

を収集、照合、標準化することである 9。

　Spend Network は異なる公共部門機関のデータを収集し、標準化し、また

公共部門の支出を分析することによって、サプライヤーと政府のパートナー

シップを築くことを支援する会社である。サプライヤーに対して、彼らは主

要セクターからの 5年間の詳細なデータを分類で提供し、または政府と取引す

7 CKAN はオープンソースのオープンデータ・ウェブサイトを作成するための無料ソフ
トウェアである。CKAN は内部アーキタイプを使用して、さまざまなレコードに関す
るメタデータを格納し、ユーザーがこのメタデータを参照および検索できるようにする
ウェブインタフェースを提供する。また、サードパーティが参加できる API も提供し
ている。https://ckan.org/about/,（参照2017-12-10）．

8 https://opendatastack.jp/service/flow/,（参照2017-12-10）．
9 https://opencorporates.com/,（参照2017-12-08）．
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る個々の企業に関するデータを提供する。サプライヤーには競合他社をより

早く知ることで、意思決定を行うのに役立つ。バイヤーにとっては、彼らは

UNSPSC標準に完全に分類された支出データと公共部門にサービスを提供す

る企業のデータを提供する。バイヤーには適切な仕入先を見つけ、契約を管理

し、支出を管理するのに役立つ 10。

4.3　オープンデータの視覚化ビジネス

　OpenDataSoft は迅速かつ効率的にオープンデータポータルを立ち上げるた

めのツールとプラットフォームを提供する会社である。彼らはユーザーに構造

化データを収集および処理するためのバックエンドインターフェイス（BKI）

を提供する。 データセットは、表、グラフ、マップ、画像などの視覚化の

形式に変換できる。またビジネスユーザーに構造化データを共有するための

API を提供する。開発者は CSV、JSON、Excel、GeoJSON、Shapefile などの

オープンフォーマットでデータを詮索、洗練、整理することができる 11。

　Panjiva は米国、メキシコ、ブラジル、中南米、中国、インドの 9 カ国の貿

易データに基づくデータ視覚化のプラットフォームを提供する会社である。彼

らは貿易関係、新製品のソース、最新動向、会社の基本的状況をグラフ、マッ

プ、イメージに可視化し、世界貿易の明確かつ実用的な洞察をバイヤー、サプ

ライヤー、ロジスティクス、政府機関、アナリストに提供する 12。

4.4　オープンデータの管理ビジネス

　Agri-note は農業ログを管理するツールである。Google Maps と GPS から

のデータと写真を使って、農家が自分のフィールドを見つけて記録を作成する。

作成された記録には、農場の作業記録、草丈と葉数、各フィールドの品質、基

準と収穫記録、収入と出荷記録などの成長記録が含まれている。また、農家に

10 https://www.spendnetwork.com/,（参照2017-10-12）．
11 https://www.opendatasoft.com/,（参照2017-10-02）．
12 https://panjiva.com/, （参照2017-10-05）．
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農業の必要な情報を確認するために、独立行政法人農林水産消費安全技術セン

ター（FAMIC）のオープンデータも利用している。そして、すべてのデータ

は Excel または CSV ファイルで出力して印刷することができるし、さらに分

析および検証することも可能である 13。

　Zaim はユーザーが毎日の支出を管理するためのオンライン家計簿サービスで

ある。ウェブのインターフェイスとモバイルアプリケーション両方を提供する。

　ユーザーが領収書をスキャンして記録して、 Zaim はユーザーの支出を分析

し、バランスの診断を提供する。最近は「わたしの給付金」というサービスが

開始された。このサービスは地方自治体や国の給付金の情報を利用して、住ん

でいる地域や世帯構成、家計簿の記録から申請可能な給付金や手当・控除を割

り出して教えてくれるというサービスである 14。

4.5　オープンデータ分析ビジネス

　Spikes Cavell Analytic はデータ分析会社であり、支出分析と調達分析を提

供する。具体的には生データへの変換、改善、価値の追加、費用の可視化など

である。また、ダッシュボード、クラウドベースの分析ツールセット、トレー

ニングおよび包括的なサポートも提供する 15。

　Development seed は機械学習やオープンデータを利用して、衛星、セン

サー、携帯電話からの最新の画像を分析し、また世界銀行や NASA などの他

の組織と連携して、知見を提供する会社である。例えば、彼らは世界銀行と連

携し、OpenStreetMap（OSM）16 に基づいた Rural Accessibility Map（RAM）

を開発している。RAM は最先端のルーティングアルゴリズムを使用して、重

要なサービスへのアクセスに道路網の影響をモデル化する 17。

13 http://www.agri-note.jp/,（参照2017-10-10）．
14 https://zaim.net/,（参照2017-10-12）．
15 https://www.spikescavell.com/,（参照2017-10-11）．
16 OpenStreetMap は人々によって作成され、オープンライセンスで自由に使用できる世

界の地図である。https://www.openstreetmap.org/,（参照2017-10-08）．
17 https://developmentseed.org/,（参照2017-10-12）．
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4.6　オープンデータの予測ビジネス

　The Climate Corporation は気象データ、土壌データ、収穫量データなど

を積算して、独自のアルゴリズムで詳細シミュレーションポイントを作成し、

農産物の収穫リスクを予測するサービスを提供する。この解析アルゴリズムは、

農家の収入補償保険として商品化され、農家のアドバイスサービスとなる。現在

は栽培状態のモニタリングサービスとしても利用されている（VLED，2016b）。

それ以外、The Climate Corporationは農家がデジタルツールで生産性を持続的

に向上させるためのClimate Field Viewラットフォームを構築した 18。

　GEEO は不動産価格を予測するサービスであり、路線価、国勢調査、住宅・

土地統計調査などのオープンデータに基づき、独自のアルゴリズムを用いて、

不動産の販売価格を予測する。GEEO は有料と無料の 2 つのサービスを提供

する。GEEO Pro は不動産や金融の専門家のためのアカウントと API が含ま

れている。GEEO Free はワンクリックで不動産の価格を計算する無料サービ

スである 19。

4.7　オープンデータ・マーケティング・ビジネス

　Thingful は地理的なインデックスを提供する IoT検索エンジンであり、ユー

ザーには多くの一般的なモノのインターネットにわたって接続された部品、セ

ンサー、データセット、およびリアルタイム・データ・ソースを検索・使用す

るサービスを提供する。将来的には、所有者の動的な同意を得て、相互利用可能

のデータと見つけた物を接続するインターネットを構築すること、また、IoTの

データ所有者がリアルタイムのデータを検索、整理、アクセス、応答することが

できより価値のある効果的な意思決定を行うことができることを目指している 20。

　Transportapi は交通データに対して、包括的なオープンソリューションを

提供するプラットフォームである。開発者はこのプラットフォーム上に JSON

18 https://www.climate.com/,（参照2017-10-08）．
19 http://geeo.otani.co/,（参照2017-10-21）．
20 https://thingful.github.io/,（参照2017-10-22）．
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で標準化されたオープンデータを利用し、さまざまなサービスを提供する。例

えば、他の開発者に対して、テレマティクスやセンサーデータの処理、視覚化、

分析などのサービスを提供する。ユーザーに対して、時刻表、旅行計画、マッ

ピングなどのサービスを提供する 21。

まとめ

　本研究はオープンデータの利活用のプロセスの 4 つのステップにしたがっ

て、オープンデータのビジネスアーキタイプをオープニング・サポート・ビジ

ネス、カタログ・ビジネス、視覚化ビジネス、管理ビジネス、分析ビジネス、

予測ビジネスとマーケティング・ビジネスという 7 つのタイプに分類した。

　生データからデータセットまでに変換する段階のビジネスは公有データを利

用することを中心として、オープンデータの早期段階で発展してきたビジネス

アーキタイプである。現段階では業務が徐々に減っている傾向がある。データ

セットから情報までに変換する段階のビジネスアーキタイプは比較的に簡単で

あり、将来、後ろの段階でのビジネスに拡大し、移行する可能性が大きい。情

報からサービスまでに変換する段階では、利活用するオープンデータの範囲は

徐々に公有データから私有データを中心として変化している。この段階のビジ

ネスはユーザーのニーズとオープンデータによるソリューション、すなわち、

技術のシーズを提供し、持続可能な収益モデルを育んで、成長性があると考え

られる。サービスから新しい市場までに開拓するビジネスは未熟なビジネス

アーキタイプであり、新しい市場の開拓の成功または失敗にしたがって、安定

的なビジネスアーキタイプになる可能性もあり、リスクもある。

　各ビジネスアーキタイプのビジネス可能性は図4 に示す。縦軸はビジネスポ

テンシャルを示し、横軸は公的または私的のいずれかでデータの所有権を持っ

ていることを示している。灰色の円で表示したのは既存のビジネスであり、中

21 https://www.transportapi.com/,（参照2017-10-12）．
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空円で表示したのは将来のビジネスであり、円のサイズはビジネスの規模を示

している。

　⑴のオープンデータのオープニング・サポート・ビジネスは公有データをオー

プニングすることを中心として、徐々に公共部門におけるデータのオープニン

グの進行状況に応じて減少する見込みがある。

　⑵のカタログ・ビジネスは企業あるいは公共機関を持っているデータを収集

し、保存して、検索サービスを提供する。しかし、これ以上のサービスを提供

できない場合には、利益をもらう可能性が低いと考えられる。

　⑶の視覚化ビジネスは⑴のビジネスと共に公有データを公開するためのプ

ラットフォームとツールを提供する。公共機関のデータ・オープニング業務が

図4　7 つのビジネスアーキタイプにおけるデータの公共性とビジネスの成長性予測

出典：筆者作成

(1)(2)

(6)(4)

(7)

(3)
(5)
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徐々に減っていることにしたがって、⑶の業務も減少する見込みがある。一方、

視覚化ビジネスは管理、分析と予測ビジネスとつながっているために、今後、

ほかのビジネスと連携し、企業あるいは個人のデータを経営するためのツール

として、よりビジネス化にする可能性がある。

　⑷の管理ビジネスは個人あるいは企業データを管理することに基づいて、付

加価値があるサービスを提供する。今後、管理されるデータの量が増えるとと

もに、サービスの内容もより多様化することが可能である。

　⑸の分析ビジネスは現段階で企業あるいは公的機関に向かうコンサルティン

グ業務と重なって、公共サービスあるいは経営状況を向上させるためのサービ

スを提供する。将来では、管理ビジネスと予測ビジネスと合併して、人工知能

の開発に連携する可能性がある。

　⑹の予測ビジネスは公共部門からのオープンデータを利用し、個人あるいは

企業にリスクを避けるまたは将来の成長性を予測するサービスを提供する。人

工知能の普及にしたがって、将来、より成長する見込みがある。

　⑺のマーケティング・ビジネスは現段階でまだ成長していない現状である。

将来、IoT と連携し、新しい市場を開拓し、一層拡大する見込みはあるが、新

しい市場を作ることができないために、ビジネスが減少し、あるいはほかのタ

イプのビジネスと合併する可能性もある。

　本研究はケーススタディで既存のオープンデータのビジネスを分類し、将来

の成長性を予測する。しかし、オープンデータの産業構造と市場環境の変化に

したがって、オープンデータの利活用ビジネスの変化と成長性が変化する可能

性がある。今後の課題としては、まず、オープンデータ産業を細分化して、各

分類の成長性について、量的な研究（例えば、推測統計など）を行う必要があ

る。次に、７つの分類にしたがって、質的な研究（例えば、面接調査、ヒアリ

ングなど）で各ビジネスの利益モデルを解明する必要がある。
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